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やなぎ美智子からのお便り
事務所：市川市鬼高2－5－16 清央荘101号室

メールアドレス：kangoshi@hotmail.co.jp やなぎ携帯：090－1508－7120

無料法律相談
６月14日（火）７月12日（火）午後２時～５時

市役所第一庁舎６階共産党控室
相談を希望される方は事前予約が必要です。市役所共産党控室か、やなぎ美智子にご連絡ください。

電話：047ー334-1111（内線18218）

ロ
シ
ア
は
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
略
や
め
よ
！

国
連
憲
章
を
守
れ
！

平
和
へ
の
願
い
を

こ
め
て

市
内
在
住
の
知
人
か
ら

「
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ

軍
事
侵
攻
で
大
変
な
状
態

に
置
か
れ
て
い
る
人
々
の

こ
と
を
思
う
と
、
居
て
も

立
っ
て
も
居
ら
れ
な
い
気

持
ち
で
す
。
一
日
で
も
早

く
、
平
和
が
訪
れ
る
よ
う

に
と
の
願
い
を
こ
め
て
折

り
ま
し
た
」
と
千
羽
鶴
を

託
さ
れ
ま
し
た
。

市
川
市
市
民
活
動
支
援

セ
ン
タ
ー
（
旧
八
幡
市
民

談
話
室
）
３
階
の
市
川
市

国
際
交
流
協
会
の
ラ
ウ
ン

ジ
に
展
示
さ
れ
ま
し
た
。

展
示
が
終
了
し
た
ら
広
島
・

長
崎
で
行
わ
れ
る
平
和
式

典
へ
送
る
「
平
和
の
折
り

鶴
」
と
し
て
羽
ば
た
き
ま

す
。
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
鶴
、

日
本
の
鶴
、
世
界
の
鶴
が

一
つ
に
結
ば
れ
て
い
る
の

で
す
。

国際連合憲章 【抄】1945年（昭和20年）10月発効

われら連合国の人民は、われらの一生のうちに二度まで言語に絶する悲哀
を人類に与えた戦争の惨害から将来の世代を救い、基本的人権と人間の尊厳
及び価値と男女及び大小各国の同権とに関する信念をあらためて確認し、正
義と条約その他の国際法の源泉から生ずる義務の尊重とを維持することがで
きる条件を確立し・・・国際の平和及び安全を維持するためにわれらの力を
合わせ・・・



昨年の市民アンケートに寄せられた声が実り

若宮小学校前の歩道橋が改修されましたが ・・・

みなさんの声を市政に活かします

「2022年市民アンケート」に、市民のみなさんの
ご意見・ご要望をお聞かせください。
ご協力よろしくお願いいたします。

新市長に実施してほしい政策についてもお聞かせください。

歩
道
橋
耐
用
年
数
は
45
年

住
民
か
ら
「
50
年
以
上
経
っ
て

い
る
の
で
改
修
で
は
不
安
」
と
の

声
が
あ
り
ま
し
た
。
千
葉
県
葛
南

土
木
事
務
所
に
問
い
合
わ
せ
た
と

こ
ろ
「
こ
の
歩
道
橋
は
、
55
年
が

経
過
し
て
い
る
。
横
断
歩
道
橋
長

寿
命
化
修
繕
計
画
で
、
予
防
保
全

し
て
い
る
。
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

会
社
が
、
５
年
に
１
回
点
検
し
、

４
段
階
評
価
結
果
に
応
じ
た
対
応

が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。
補
修

工
事
で
対
応
で
き
る
点
検
結
果
だ
っ

た
と
の
こ
と
で
は
な
い
か
」
と
の

説
明
で
し
た
。

歩
道
橋
が
バ
リ
ア
⁉

住
民
か
ら
「
歩
道
橋
が
改
修
さ

れ
て
も
、
歩
道
が
狭
く
て
歩
く
の

が
危
険
だ
。
な
ん
と
か
な
ら
な
い

か
」
と
の
声
が
あ
り
ま
し
た
。

歩
道
の
真
ん
中
に
支
柱
が
建
ち
、

階
段
部
分
が
、
歩
道
を
占
有
し
て

い
ま
す
。
こ
の
状
態
で
、
半
世
紀

以
上
経
過
し
て
い
ま
す
。
狭
す
ぎ

て
、
ベ
ビ
ー
カ
ー
、
障
が
い
者
は

通
れ
ま
せ
ん
。
住
民
の
皆
さ
ん
と

共
に
、
解
決
に
向
け
て
取
り
組
ん

で
い
き
ま
す
。

5月15日 千葉県教育会館

第48回千葉県自治体学校に参加しました

コロナ禍で問われる公共と自治体の役割
憲法と地方自治の危機に立ち向かおう

コロナ失政の根本的原因は、感染症に対する危機意識の低下にある。

保健所、公的・公立病院の統廃合、民営化の促進が招いた惨事である。

コロナ禍を経験し、本来あるべき地方自治体像が見えてきた。足元の地

域に視点を置き、地方自治体の地域経済政策を主権者である住民のもの

にしていかなければならない。（岡田氏の基調講演より）岡田知弘氏（京都橘大学教授）

こちらのQRコードから

もご回答いただけます


